様式第１号（第２条関係）

マンション管理適正化支援法人登録申請書

年 月 日
兵庫県知事　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人の名称又は商号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名
事務所の名称及び所在地

マンションの管理の適正化の推進に関する法律（平成12年法律第149号）第５条の３第１項の規定に基づき、マンション管理適正化支援法人の登録を受けたいので、兵庫県マンション管理適正化支援法人の登録等に関する要綱第２条第１項の規定に基づき、下記のとおり申請します。
なお、以下各号に掲げる内容に変更があった場合には、同条第５項の規定に基づき、変更に係る書類を兵庫県知事宛提出することとします。

記

１　法人の名称又は商号及び代表者の氏名：
２　法人の住所：
３　事務所の所在地：
４　業務内容：
５　添付書類：
一　定款
二　登記事項証明書
三　役員の氏名、住所及び略歴（生年月日、性別、略歴）を記載した書面
四　法第五条の四各号に規定する業務に関する計画書
五　法人の組織及び沿革を記載した書面並びに事務分担を記載した書面
六　（国土交通省令第一条の二に規定する会社の場合には、）関係会社（親会社、子会社、関連会社）を明確に示す出資関係図、グループ一覧及び各全業務内容を記載した書面
七　これまでのマンションの管理に関する活動実績を記載した書面
八　マンション管理適正化支援法人登録申請に関する誓約書
九　その他法第五条の四各号に掲げる事業を適正かつ確実に実施できることを証する書　　
　面
十　前事業年度の事業報告書、収支決算書及び貸借対照表
十一　当該事業年度の事業計画書及び収支予算書
十二　個人に関する情報の適正な取扱いの方法その他管理支援業務の適正かつ確実な実施の方
法を具体的に定めた実施要領
十三　個人に関する情報の適正な取扱いその他管理支援業務の適正かつ確実な実施のため、管
理支援業務に従事する職員に対して実施する研修の計画
十四　前各号に掲げるもののほか、支援法人の業務に関し参考となる書類

様式第２号（第２条関係）

マンション管理適正化支援法人登録申請書に係る添付書類変更届

年 月 日

兵庫県知事　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　登録番号
法人の名称又は商号 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名
事務所の名称及び所在地

〇年〇月〇日付けマンションの管理の適正化の推進に関する法律（平成12年法律第149号）第５条の３第１項の規定に基づき申請を行い、〇年〇月〇日付け住第○〇号マンション管理適正化支援法人登録通知書により登録を受けた当法人については、以下に掲げる内容に変更がありましたので、兵庫県マンション管理適正化支援法人の登録等に関する要綱第２条第５項により届け出ます。

記
一　定款
二　登記事項証明書
三　役員の氏名、住所及び略歴（生年月日、性別、略歴）を記載した書面
四　以下の内容を記載した法第五条の四各号に規定する業務に関する計画書
五　法人の組織及び沿革を記載した書面並びに事務分担を記載した書面
六　国土交通省令第一条の二に規定する会社の場合には、関係会社（親会社、子会社、関
連会社）を明確に示す出資関係図、グループ一覧及び各全業務内容を記載した書面
七　これまでのマンションの管理又は再生に関する活動実績を記載した書面
八　マンション管理適正化支援法人登録申請に関する誓約書（様式第７号）
九　その他法第五条の四各号に掲げる事業を適正かつ確実に実施できることを証する書面
十　前事業年度の事業報告書、収支決算書及び貸借対照表
十一　当該事業年度の事業計画書及び収支予算書
十二　個人に関する情報の適正な取扱いの方法その他管理支援業務の適正かつ確実な実施
の方法を具体的に定めた実施要領
十三　個人に関する情報の適正な取扱いその他管理支援業務の適正かつ確実な実施のため、
管理支援業務に従事する職員に対して実施する研修の計画
十四　前各号に掲げるもののほか、支援法人の業務に関し参考となる書類


様式第３号（第３条関係）

マンション管理適正化支援法人登録通知書
○○第　　 号
年 　月　 日

法人の住所
法人の名称又は商号 様

兵庫県知事

○年○月○日付けの申請については、審査の結果適正であるので、兵庫県マンション管理適正
化支援法人の登録等に関する要綱第３条の規定に基づき、下記のとおりマンションの管理の適正化の推進に関する法律（平成12年法律第149号）第５条の３第１項に規定するマンション管理適正化支援法人として登録します。
記

１　登録年月日：
２　登録番号：○○第○〇号
３　法人の名称又は商号：
４　代表者の役職及び氏名：
５　法人の住所：
６　事務所の所在地：
７　業務内容：
８　登録に当たっての要件その他の事項：
・事業報告として第５条に基づき、事業年度開始前、その事業年度の事業計画書及び収支予算書を提出すること。また、事業年度終了後、事業年度の事業報告書、収支決算書及び貸借対照表を提出すること











様式第４号（第２条関係）

名称等変更届出書
年 月 日
兵庫県知事　様

登録番号
マンション管理適正化支援法人の名称又は商号
代表者氏名

マンションの管理の適正化の推進に関する法律（平成12年法律第149号）第５条の３第３項で定める事項を下記のとおり変更しますので、同条第４項及び兵庫県マンション管理適正化支援法人の登録等に関する要綱第２条第２項の規定に基づき届け出ます。

変更予定年月日　 年　月　日
変更する事項 
□支援法人の名称又は商号
□住所又は代表者の氏名
□支援法人が管理支援業務を行う事務所の所在地
変更の内容
変更前
変更後
※該当する□にレ印を記入してください。
















様式第５号（第４条関係）

業務休廃止届出書

年 月 日

兵庫県知事　様

登録番号
マンション管理適正化支援法人の名称又は商号
代表者氏名

マンションの管理の適正化の推進に関する法律（平成12年法律第149号。以下「法」といいます。）第５条の３の規定により登録を受けた、マンション管理適正化支援法人としての業務を休止・廃止したので、法第５条の７第１項及び兵庫県マンション管理適正化支援法人の登録等に関する要綱第４条第１項の規定により届け出ます。

休止・廃止年月日
（休止・廃止のいずれかに○）
年 月 日
休止又は廃止の理由


















様式第６号（第７条関係）

登録取消書

○○第〇〇号

年 月 日

登録番号
マンション管理適正化支援法人の名称又は商号
代表者氏名　 　　　　　　　　　　　　　　　　様

兵庫県知事

兵庫県マンション管理適正化支援法人の登録等に関する要綱第７条第１項の規定に基づき、以下の理由により、マンション管理適正化支援法人の登録を取り消します。

登録取消年月日　 年 月 日
登録取消の理由




















様式第７号（第２条関係）

マンション管理適正化支援法人登録申請に関する誓約書

〇年〇月〇日
　
兵庫県知事　様

住 所 ○○県○○市○町○丁目○番○号
法人の氏名又は商号 ○○法人 ○○
　役職 氏名○○ ○○

マンションの管理の適正化の推進に関する法律（平成12年法律第149号。以下「法」といいます。）第５条の３第１項の規定に基づき、マンション管理適正化支援法人（以下「支援法人」といいます。）の登録を受けるに当たり、以下の点を誓約します。なお、この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。

記

（誓約事項）
１　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号
に規定する暴力団員又は同号に規定する暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者
（以下「暴力団員等」といいます。）がその事業活動を支配するものでないこと。
２　役員のうちに次のいずれかに該当する者がいないこと。
・未成年者（又は未成年者の法定代理人が次のいずれかに該当する者）
・破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者
・拘禁以上の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又は刑の執行を受けることがなくなっ
た日から２年を経過しない者
・心身の故障により業務を適正に遂行することができない者
・暴力団員等
・法に規定する罪を犯して刑に処せられ、その執行を終わり、又はその執行を受けなくなっ
た日から二年を経過しない者
３　個人に関する情報の適正な取扱いの方法その他管理支援業務の適正かつ確実な実施の方法
を具体的に定めた実施要領を策定するとともに、個人に関する情報の適正な取扱いその他管
理支援業務の適正かつ確実な実施のための研修の計画を策定し、これに基づいて管理支援業
務に従事する職員に対して研修を実施すること。
４　当法人が支援法人として管理支援業務を実施している期間において、当法人が管理支援業
務を行う当該管理組合、管理者等（区分所有者を含む。以下同じ。）を相手方として管理支援
業務を適正に実施するため、支援法人が管理支援業務以外で行う業務として適さない業務（以
下「管理支援外業務」といいます。）を行わないこと。
５　当法人が支援法人として管理支援業務を実施している期間において、当法人が管理支援業
務を行う当該管理組合、管理者等を相手方として、当法人に所属する役員の兼任先の法人が
管理支援外業務を行わないこと。
６　当法人が支援法人として管理支援業務を実施している期間において、当法人に所属する会
員事業者等をあっせんする場合には、当法人が支援法人として管理支援業務を行う管理組合、
管理者等を相手方として、管理支援外業務を行わないこと。
７　支援法人及び所属する会員事業者等関係者は取得した管理組合又は管理者等に係る情報を
本業務以外の目的で利用せず、本人の同意を得た場合を除き、第三者に提供しないこと。
８　支援法人及び所属する会員事業者等関係者は、法第５条の４第１号又は第２号に掲げる管
理支援業務を行うに当たって知り得た秘密について、秘密の保持を行うとともに、管理支援
業務を行わないこととなった場合や管理支援業務の終了時に、適切な方法により廃棄するこ
と。

























参考様式１

管理組合又は管理者等に係る情報提供請求書

○年○月○日

兵庫県知事　様

住 所 ○○県○○市○町○丁目○番○号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称 ○○法人 ○○
理事長 ○○ ○○

マンションの管理の適正化の推進に関する法律（平成12年法律第149号。以下「法」とい
います。）第５条の３に基づき登録を受けましたので、業務の実施のため、法第５条の11 の
規定に基づき、下記２に記載する情報の提供を求めます。

記

１．対象マンションの名称及び住所
マンションの名称 ○〇
マンションの住所 兵庫県○○町○丁目○○番地○○
２．提供を求める情報
上記１．に係る管理者の氏名、管理者の住所、管理者の連絡先
３．管理組合又は管理者等の情報の提供を求める理由
法第５条の４に基づき、○年○月○日付けで登録許可がなされたマンション管理適正化支援法人における管理支援業務にて、管理組合又は管理者等に対する、修繕積立金の引き上げ幅等マンションの管理に関する相談について、マンションの管理に関する知識を有する者の派遣を行い、適正なマンション管理を促すことを予定している。ついては、当該マンションへの取り次ぎの連絡先として、情報の提供を求める。
４．その他管理組合又は管理者等の情報の提供について必要な事項
（１）個人情報の安全管理のための措置の概要
① 基本方針の策定
個人情報の適正な取扱いの確保について組織として取り組むために、「関係法令・ガ
イドライン等の遵守」、「安全管理措置に関する事項」、「質問及び苦情処理の窓口」につ
いて定めた基本方針を策定している。
② 個人情報の取扱いに係る規律の整備
個人情報の取得、利用、保存、提供、削除・廃棄等の段階ごとに、取扱方法、責任者・
担当者及びその任務等について定める取扱規程を策定している。
③ 組織的安全管理措置
個人情報の取扱いに関する責任者の設置及び責任の明確化、個人情報を取り扱う従
業者及びその取り扱う個人情報の範囲の明確化など、組織体制の整備を行っている。
また、法令、①の基本方針又は②の取扱規程に違反している事実又は兆候を把握した場合や個人情報の漏えい等の事案の発生又は兆候を把握した場合の責任者への報告連絡体制を整備している。
④ 人的安全管理措置
年１回、役職員に対し個人情報の取扱いに関する研修を実施している。
⑤ 物理的安全管理措置
盗難等防止のための措置として、個人情報を取り扱う機器や個人情報が記載された書類を施錠できる書庫に保管している。個人情報が記録された電子媒体又は書類等を持ち運ぶ場合、電子媒体にあってはパスワードによる保護を行った上で、施錠できる搬送容器を利用している。情報システムにおいて、個人情報を削除する場合、容易に復元できない手段を採用している。個人情報が記録された機器、電子媒体等を廃棄する場合、専用のデータ削除ソフトウェアを使用している。個人情報が記載された書類等を廃棄する際には、シュレッダー処理を行っている。
⑥ 技術的安全管理措置
個人情報を取り扱う情報システムを使用する従業者が正当なアクセス権を有する者であることをユーザーID 及びパスワードによって識別・認証している。
個人情報を取り扱う情報システムを外部からの不正アクセス又は不正ソフトウェアから保護するため、セキュリティ対策ソフトウェアを導入するとともに、自動更新機能を活用し、ソフトウェア等を最新状態とする。
情報システムの使用に伴う漏えい等を防止するため、情報システムの設計時に安全性を確保し、継続的に見直す。また、移送する個人の情報について、パスワード等による保護を行う。
（２）誓約事項
次の４点について誓約します。
①　取得した管理組合又は管理者等に係る情報を本業務以外の目的で利用しないこと。
②　取得した管理組合又は管理者等に係る情報について、本人の同意を得た場合を除き、
第三者に提供しないこと。
③　取得した管理組合又は管理者等に係る情報を所属会員事業者等に提供する場合には、
該当する所属会員事業者等についても同様に法第５条の６に規定される秘密保持の義務
を負うものとすること。
④　本業務を実施しないことになった場合又は業務の終了時には、取得した管理組合又は
管理者等に係る情報を適切な方法により廃棄を行うこと







参考様式２

管理組合又は管理者等に係る情報の提供について

○年○月○日

○○ ○○　様

兵庫県知事　○○ ○○

マンションの管理の適正化の推進に関する法律（平成12年法律第149号。以下「法」といいます。）第５条の３に基づき登録を受けた下記１に記載するマンション管理適正化支援法人から、下記４に記載する業務の実施のため、法第５条の11の規定に基づき、下記３に記載する情報の提供の求めがありました。つきましては、下記３に記載する情報を、マンション管理適正化支援法人宛提供することについて同意いただけるかどうか、○年○月○日までに、同封の確認書にて、御回答をお願いいたします。

記

１．マンション管理適正化支援法人
名称 ○○法人 ○○
住所 ○○県○○市○○町○丁目○番○号
※情報提供を受ける者が一般社団法人等であるときは、例えば「○○法人及びその所属事業者」と記載することも考えられる。
２．対象マンションの所在及び地番又は家屋番号
（土地）
所在 兵庫県○○町○丁目
地番 ○番○
（建物）
所在 兵庫県○○町○丁目○○番地○○
家屋番号 ○番○
３．提供の対象となる管理組合又は管理者等に係る情報
氏名 ○○ ○○
住所 ○○県○○市○○町○丁目○番○号
連絡先 ○○○－○○○－○○○○
※管理組合名簿や管理会社の連絡先等に係る情報提供依頼も想定されるため、適宜情
報提供依頼内容によって項目の追加を検討いただきたい。
４．業務の種類及び内容
業務の種類 法第５条の４に基づく業務
業務の内容 管理組合又は管理者等に対して、修繕積立金の引き上げ幅等マンションの管理に関する相談や、マンションの管理に関する知識を有する者の派遣を行い、適正なマンション管理を促す。
【留意事項】
· 同意いただけなかった場合や回答いただけなかった場合、情報が提供されることはあり
ません。
· 上記１の者は、情報の提供の請求に当たり、以下の点について誓約しています。
①　取得した管理組合又は管理者等に係る情報を本業務以外の目的で利用しないこと。
②　取得した管理組合又は管理者等に係る情報について、本人の同意を得た場合を除き、第
三者に提供しないこと。
③　取得した管理組合又は管理者等に係る情報を所属会員事業者等に提供する場合には、該
当する所属会員事業者等についても同様に法第５条の６に規定される秘密保持の義務を負
うものとすること。
④　本業務を実施しないことになった場合又は業務の終了時には、取得した管理組合又は管
理者等に係る情報を適切な方法により廃棄を行うこと

（送付先・お問合せ先）
兵庫県まちづくり部住宅政策課
住所：神戸市中央区下山手通５丁目10番１号
電話：078-362-3583



















参考様式３

管理組合又は管理者等に係る情報の提供についての確認書

○年○月○日

兵庫県知事　様
○○ ○○

○年○月○日付けでお尋ねのあったマンション管理適正化支援法人に対して情報を提供することについて、
□ 同意します。
※下記１に記載する内容の一部に提供することに同意しないものがある場合は、当該提供することに同意しない情報が何か分かるよう、以下に記載をお願いします。
下記１の所有者等関連情報のうち、提供することに同意しないもの：（ 　　）
□ 同意しません。

記

１．提供されるマンションの所在及び地番又は家屋番号
氏 名 ○○ ○○
住 所 ○○県○○市○○町○丁目○番○号
連絡先 ○○○－○○○－○○○○
※ 管理組合名簿や管理会社の連絡先等に係る情報提供依頼も想定されるため、適宜情報
提供依頼内容によって項目の追加を検討いただきたい。
２．情報提供を受ける者
名 称 ○○法人 ○○
住 所 ○○県○○市○○町○丁目○番○号
※囲み内だけご記入ください。
注：囲み内以外の「○○（空欄）」の箇所は、都道府県等により予め記入した上で、参考様式
２を同封して送付することが考えられる。
注：情報提供を受ける者が一般社団法人等であるときは、例えば「○○法人及びその所属事
業者」と記載することも考えられる。






参考様式４

管理組合又は管理者等に係る情報提供書

○年○月○日

氏名又は名称 ○○法人 ○○
理事長 ○○ ○○ 　　　　　様

兵庫県知事 ○○ ○○

○年○月○日付けでマンションの管理の適正化の推進に関する法律（平成12年法律第149号）第５条の11に基づき求めのあった管理組合又は管理者等に係る情報について、下記のとおり提供します。

記

所在及び地番又は家屋番号
土地
所在：兵庫県○○町○丁目
地番：○番○
建物
所在：兵庫県○○町○丁目○○番地○○
地番：○番○
管理組合又は管理者等関連情報
氏名又は名称 ○○ ○○
住所 ○県○○市○○町○丁目○番○
連絡先 ○○○－○○○－○○○○

注：土地・建物の所有者が異なる場合や、所有者が複数人いる場合（共有である場合）には、
適宜欄を追加するなどして様式を活用。








参考様式５

管理組合又は管理者等に係る情報を提供できないことの通知書

○年○月○日

氏名又は名称 ○○法人 ○○
理事長 ○○ ○○ 　　　　　様

兵庫県知事 ○○ ○○

○年○月○日付けでマンションの管理の適正化の推進に関する法律（平成12年法律第149号）第５条の11に基づき求めのあった下記２に記載する管理組合又は管理者等に係る関連情報について、下記３に記載の理由により提供することができないため、通知します。

記

１．対象マンションの名称及び住所
マンションの名称 ○〇
マンションの住所 兵庫県○○町○丁目○○番地○○
２．提供を求めた情報
上記１．に係る管理者の氏名、管理者の住所、管理者の連絡先
３．管理組合又は管理者等に係る情報を提供することができない理由
（例１）管理組合又は管理者等の関連情報を提供することについて、組合又は本人から同意し
ない旨の回答があったため。
（例２）管理組合又は管理者等の関連情報を提供することについて、本人の同意を取得し
ようとしたが、（情報提供同意取得書は本人に届いたが期日までに回答がなかった
／情報提供同意取得書が宛先不明で返送されたため本人に届かなかった）ため。
（例３）管理組合又は管理者等の関連情報が固定資産課税台帳に記録されておらず、求め
があった管理組合又は区分所有者等の関連情報を保有していないため。
（例４）実施しようとする業務がマンション管理適正化支援法人としての業務に該当せず
（マンション管理適正化支援法人としての業務のために必要とは言えず）、管理組
合又は区分所有者等の関連情報の提供の請求は認められないため。

注：行政不服審査法上の取扱いにも留意すること。
